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1　ウェストファリア条約以後，国際社会を規律して
きた国際法は，主権国家を中核とした合意拘束pacta
sunt　servandaの原則を基本とした強調的な法を基
本としており，「近代国際法」と呼ばれてきた。
9　これに対して，国際社会が次第に緊密化するのに
従って，国際社会の組織化も進み，第1次世界大戦後
創設された国際連盟や，第2次世界大戦後創設された
国際連合を通じて，国際法を漸進的に発達させ，国際
法典編纂会議や，国際法委員会の作業を通じて法典化
を進めt侵略戦争の禁止や，人権の国際的保障の進展
などに応じて，国家間の合意によって形成される国際
法の体系を超えて一般国際法の強行規範jus　cogens
の存在を，確認するようになってきた。このような新
しい性格の法を「現代国際法」として既往のものと区
別しようという考えが，現れてきた。
皿　さらに，最近の国際法の動向を見てみると，色々
の特徴が認められる。
A．ヨーロッパ共同体条約は，主権国家間の協調法の
性格を超えて，超国家法supranational　lawとして
の性格を持つようになってきた。
B．国際経済法の分野では，コンセッションをめぐる
紛争について企業と国家が一種の国際仲裁に服すると
いうような事例も見られるようになった。
C．国際人道法の分野でも，個人の国際法主体性が，
現実に認められる傾向が，現れてきた。人権を侵害さ
れた個人が，国内手続によって救済をえられなかった
場合には，国際人権委員会に通報（申立）して審査を
受け，さらに，人権裁判所に救済を求める道が開かれ
るようになってきた。ヨーロッパ人権条約の第11追加
議定書によって，ヨーロッパ人権委員会は，人権裁判
所と一体化されることになった。
D．国際海洋法の分野でも，従来は，沿岸国の領域で
ある領海と，すべての国の利用に開放された公海とに
二分されていたが，第3次国連海洋法会議で採択され，
最近発効した「国連海洋法条約」等に見られる傾向は，
海洋の資源を，途上国を主とした沿岸国に有利に再配
分しようとする動きとも捉えられる。
E，地球を取巻く宇宙空間の法的規制も新しい問題で
ある。
IV　20世紀は主権国家の時代であったが，21世紀は国
家をこえた個人によるボーダレスな，トランスナショ
ナルtransnationalな時代としてひらけようとしてい
る。本研究においては，上記のような諸点について，
内外の文献，資料，判例，先例を収集調査し，国際法
の新動向を検討してきたが，来年度は，とくに，明治
大学と国際法の関係の発展の問題を考究してみたい。
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